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子どもの体やこころを傷つける
罰のない社会を目指して

子どもに対するしつけのための体罰等の意識・実態調査結果報告書

はじめに

　子ども支援専門の国際NGOセーブ・ザ・チルドレンは、子どもの体やこころ

を傷つける罰のない社会を目指し、社会啓発、政策提言、親や養育者に対する

支援を行っています。

　殴る、たたく、蹴るといった有形力を用いる体罰のみならず、怒鳴りつける、

「だめな子だ」と言う、にらみつけるといった子どものこころを傷つける罰（こ

れらを総称し「体罰等」とする）は、人間の尊厳と身体的不可侵性を尊重する

子どもの権利を侵害しています。また、体罰等は子どもの発達に負の影響を

及ぼすことも科学的根拠を伴って明らかになっています。さらに、体罰等はよ

り深刻な虐待に発展する可能性もあります。

　世界では、これまで53ヶ国が、家庭を含むあらゆる場面での子どもに対す

る体罰を法律で禁止しており※1、その数は年々増えています。体罰を法律で禁

止した国では、体罰を容認する人が減り、また、実際に体罰を用いたり虐待し

たりする人が着実に減少しています。しかしながら、日本では、学校などにお

ける体罰は法律で禁止されていますが、家庭を含むあらゆる場面での子ども

に対する体罰等は禁止されていません。

　このような体罰等をなくすためには、実態を把握し、その対策を立てること

が必要です。日本において、学校における体罰等の実態に関する調査は行わ

れていますが、家庭内でしつけと称して用いられる体罰等に関する大人の意

識や実態についての調査は十分に実施されていません。

　そこで、セーブ・ザ・チルドレンは、家庭における子どもに対するしつけのた

めの体罰等の意識や実態を把握するために、全国2万人の大人を対象とした

インターネット調査を実施しました。本報告書では、調査結果から明らかに

なった体罰等への意識や実態について報告するとともに、調査結果をふま

え、日本において家庭を含むあらゆる場面での子どもに対する体罰等をなく

すための提言を行います。

体罰　：殴る、たたく、蹴るといった有形力を用いる罰

虐待　：身体的虐待、性的虐待、ネグレクト、心理的虐待の4つ
（厚生労働省の定義による）

体罰等：上記体罰、および、怒鳴りつける、「だめな子だ」と言う、
にらみつけるといった子どものこころを傷つける罰の総称
※ここでいう「子どものこころを傷つける罰」に体罰を含めていないが、体罰で子ど
もの心が傷つかないと意味しているものではない。
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　1990年に発効し、1994年に日本が批准した子どもの権利
条約では、暴力、虐待、不当な取り扱いなどからの子どもの保護
について次のように定義している※2。

　また、子どもの権利条約の定義や解釈を示し、締約国による
条約の履行状況を審査する国連子どもの権利委員会は、
2006年に出した一般的意見8号にて、子どもに対する体罰等
について具体的な定義を示した※3。

Ⅰ. 調査の背景

　同年、子どもに対する暴力に関する国連事務総長研究の報告
書※4が提出された。この報告書では、家庭における体罰等を含
め、子どもに対するさまざまな暴力の実態が明らかにされると
同時に、子どもに対するいかなる暴力も正当化されず、また子ど
もに対するあらゆる暴力は防止可能であるというメッセージが
示された。この報告書は、体罰等を含む子どもに対する暴力をな
くすための取り組みを進めることを、国連加盟各国に要請してい
る。

　子どもに対する体罰等は、どんなに軽いものであっても子ど
もに対する暴力として禁止されるべきである。国際的には、この
ことが子どもの権利条約等で明確に規定されている。日本では、
虐待防止および学校などでの体罰の禁止は、それぞれ法律で定
められている。しかし、家庭を含むあらゆる場面での子どもに対
する体罰等については、明確に法律で禁止されておらず、かつ民
法において親権者の懲戒権が認められているのが現状である。

19条1項　締約国は、（両）親、法定保護者または子ども
の養育をする他の者による子どもの養育中に、あらゆる
形態の身体的または精神的な暴力、侵害または虐待、放
任または怠慢な取扱い、性的虐待を含む不当な取扱いま
たは搾取から子どもを保護するためにあらゆる適当な立
法上、行政上、社会上および教育上の措置をとる。

子どもの権利条約

11.　委員会は、「体」罰を、どんなに軽いものであって
も、有形力が用いられ、かつ何らかの苦痛または不快感
を引き起こすことを意図した罰と定義する。（中略）委員
会の見解では、体罰はどんな場合にも品位を傷つける
ものである。
　これに加えて、同様に残虐かつ品位を傷つけるもので
あり、したがって条約と両立しない、体罰以外の形態を
とるその他の罰も存在する。これには、たとえば、子ども
をけなし、辱め、侮辱し、身代りに仕立て上げ、脅迫し、こ
わがらせ、または笑いものにするような罰が含まれる。

国連子どもの権利委員会　一般的意見8号（2006年）

体罰その他の残虐なまたは品位を傷つける形態の
罰から保護される子どもの権利

国際的な定義1-1

子どもに対する体罰等の禁止に向けた
国際的潮流と日本の現状

1.

　世界では、これまで53ヶ国が、家庭を含むあらゆる場面での
子どもに対する体罰を法律で禁止している。
　例えば、1979年に世界で初めて家庭を含むあらゆる場面で
の子どもに対する体罰等を法律で禁止したスウェーデンは、法
改正の前後にわたり全国での啓発キャンペーン、および暴力に
よらない子育てのための支援も積極的に展開した。その結果、体
罰に対する肯定的な態度を示す人や、体罰を用いる人の割合は
大幅に減少していった。1960年代には体罰に対する肯定的な
態度の人は6割近く、体罰を用いる人は9割以上にのぼっていた
が、2000年代にはそれぞれ約1割まで低下した※5。
　体罰を法律で禁止したその他の国でも、体罰を容認する人や
体罰を用いる人の割合は大幅に減少している。フィンランドで
は、1983年の法改正を経て、体罰を容認する人の割合が47%
から15%まで低下したうえ、体罰の減少と殺害される子どもの
数の減少の関連性も指摘された。ドイツ、ニュージーランドなど
でも、法改正後に体罰を容認する人の割合が大きく減少してい
る。また、体罰を容認する人の割合が低い国では、チャイルド・マ
ルトリートメント（不適切な養育）による子どもの死亡率も低いこ
とが報告されている※6。
　体罰等を法律で禁止することと啓発活動の効果を比較する
と、法改正も啓発も行っている場合（例えば、スウェーデン）が体
罰および虐待を減少させる効果が最も高いことが指摘されてい
る。次いで、法改正をしたが啓発はそれほど行っていない場合
（例えば、ドイツ、オーストリア）、法律による禁止はしていないが
啓発を行った場合（例えば、法改正前のスペイン）となった※7。
　以上のことから、法改正に支えられない啓発は大きな成功を
収めることはできず、法改正と連動した啓発は人々の意識と行
動に著しい変化を与えることが明らかになっている。そのため、
家庭を含むあらゆる場面での子どもに対する体罰等をなくすた
めには、法改正が重要であるといえるだろう。

法改正をした諸外国の現状1-2
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　国連子どもの権利委員会は、日本における子どもの権利条約
の履行状況についての第3回日本政府報告書審査結果をまとめ
た最終見解（2010年6月）において、日本の学校教育では体罰
は禁止されているが、その禁止規定が効果的に実施されていな
いことに懸念を表明している。また、民法および児童虐待防止法
が適切なしつけの行使を許容しており、体罰が容認される可能
性があるとの懸念を表明し※14、家庭・施設などあらゆる場面で、
体罰および子どもの品位を傷つけるあらゆる形態の取り扱いを
法律により明示的に禁止するように勧告している※15。
　また、日本弁護士連合会は2015年、「子どもに対する体罰及
びその他の残虐な又は品位を傷つける形態の罰の根絶を求め
る意見書※16」を発表し、体罰等は、「家庭を含めあらゆる環境に
おいて、禁止されることを児童虐待防止法及び民法において明
文化すべきである。併せて民法の懲戒権規定（民法822条）を削
除すべきである。」と主張している。
　セーブ・ザ・チルドレンをはじめ市民社会も家庭を含むあらゆ
る場面での子どもに対する体罰等の禁止を求めて働きかけてき
た。その結果、国会では体罰等の禁止に向けた新たな動きがみら
れ、2016年の児童福祉法改正に際し、参議院厚生労働委員会
にて附帯決議※17が可決された。附帯決議の中では、「体罰によら
ない子育てを啓発すること」「今日の家庭を取り巻く状況の把握
に努めること」「親権を行う者の懲戒権の行使の在り方について
検討すること」が掲げられている。この附帯決議は法的拘束力を
有するものではないが、政府にはこれを尊重することが求めら
れる。

日本の法制度1-3
日本における体罰等の禁止と
虐待予防との関係性

1-4

フィンランド （1983年法改正）

ドイツ （2000年法改正）

ニュージーランド （2007年法改正）

体罰の容認 47 ％ 15 ％
1981年 2014年

体罰の容認 90 ％ 40 ％
1981年 2013年

軽く頬を
たたくことの容認 83 ％ 25 ％

1996年 2008年

　日本国憲法13条※8では個人としての尊厳が謳われ、児童福
祉法1条※9では子どもの権利条約に言及がある。しかし、民法
822条※10において、親権者の子どもに対する懲戒権が認めら
れているため、親や養育者による子どもに対する体罰等が容認
される可能性を残している。
　虐待については、児童虐待の防止等に関する法律（以下、「児
童虐待防止法」）において、子どもに対する虐待の禁止、予防お
よび早期発見について定義されている。ただし、児童虐待防止法
14条1項※11は、親権者がしつけと称して子どもを虐待すること
がないよう配慮する義務を課しているにすぎず、すべての体罰
等が明示的に禁止されているとは言えない。また、学校教育法
11条※12は、学校における体罰の禁止を明文化しているのみで
ある。
　以上で述べたように、日本の法制度では、親権者による虐待に
至らない程度の体罰等については禁止されておらず、家庭を含
むあらゆる場面での子どもに対する体罰等は禁止されていな
い。一方、国際人権基準※13は、家庭を含むあらゆる場面での子
どもに対する体罰等の禁止を要請しているため、日本における
法制度はいまだ十分とは言えない。

　日本において、子どもに対する虐待は大きな社会的課題と
なっている。厚生労働省による児童虐待の定義にあるように、虐
待は身体的虐待、性的虐待、ネグレクト、心理的虐待という4つに
分類される※18。2016年度中に全国210ヶ所の児童相談所が
児童虐待相談として対応した件数は122,575件※19で年々増
加傾向にあり、また厚生労働省が確認した虐待死事例は72件
84人（心中による虐待死を含む）にのぼっている※20。
　虐待は、軽い体罰等から始まって徐々に深刻化し、引き起こさ
れる事例もある。重い体罰や暴言などにより、子どもが重篤な後
遺症を負ったり死亡したりする事例も少なくない。実際に、虐待
事件を起こした大人が「しつけとしてやった」と弁明する姿はた
びたびみられる※21。したがって、家庭を含むあらゆる場面での
子どもに対する体罰等をなくすことは、虐待予防の観点からも
重要である。
　そのため厚生労働省は、毎年開催している子どもの虐待防止
推進全国フォーラムで、虐待対応や虐待予防だけでなく、体罰等
によらない子育てに関する内容について、情報を共有・発信して
いる。さらに、Ⅰ. 1-3の児童福祉法改正の附帯決議を受け、厚
生労働省は体罰等によらない子育ての啓発を推進すべく、

％
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る画像研究を行う福井大学の友田明美教授の研究では、厳しい
体罰や暴言を受け続けると、子どもの脳の発達に負の影響が出
ることが明らかになった。例えば、厳しい体罰を受け続けること
で、感情などを司る前頭前野（社会生活に極めて重要な脳部位）
が萎縮する、暴言を受け続けることにより聴覚野（声や音を知覚
する脳部位）が変形するといった結果がみられた※28。

2017年にはパンフレット「子どもを健やかに育むために～愛の
鞭ゼロ作戦～」※22を発行し、全国での活用を呼びかけている。

　世界では、家庭を含むあらゆる場面での子どもに対する体罰
等を法律で禁止し、体罰をなくすための啓発や、親や養育者への
支援も行った結果、体罰の容認度を大きく低下させた国がある。
　日本では、体罰の容認度について、過去に新聞社や子育て関
係団体による子育て中の人を対象とした調査結果が数点公表さ
れている。調査実施年や調査対象者はそれぞれ異なっているも
のの、約6割の回答者が体罰を容認しているという結果がみら
れた※29。
　しかしながら、主に家庭内でしつけと称して用いられる体罰等
について、大人の意識や実態を明らかにした調査は十分に実施
されていないのが現状である。

　体罰等は、子どもの権利を侵害する行為である。それだけでな
く、体罰等が子どもの発達に負の影響を及ぼすことが、さまざま
な科学的根拠を伴って明らかになっている。
　体罰等は、使われれば使われるほど、しつけの方法としての効
果のなさが明白になるため、深刻化していく傾向がある。した
がって、体罰等はより深刻な虐待に発展する大きな危険因子で
あると考えられている。例えば、オーストラリアの子どもの死亡
例と重症例を分析したところ、多くの事例がしつけと称してたた
くことから始まったということが明らかになった※23。
　テキサス大学オースティン校のエリザベス・ガーショフ准教授
は、2002年および2016年に、体罰が子どもに与える影響に
ついての研究結果を発表した。2002年に発表した88件の調査
結果を横断した分析では、体罰は身体的虐待につながる恐れが
あり、また子どもの非行や反社会的行動にも強いつながりがあ
ると結論づけられている※24。さらに、2016年に発表した75件
の調査結果を横断した分析では、たたくことで子どもの振る舞
いが改善された証拠は見つからず、逆に体罰により攻撃性、非
行、反社会的行動が強まること、また、親子関係の質的低下、メン
タルヘルスの悪化など13種類もの有害な結果を引き起こすと
指摘されている。さらに、お尻をたたくといった軽い体罰でも子
どもの発達に負の影響があるとも述べられている※25。
　日本において0歳から6歳の子ども2,000人を追跡調査した
研究でも、体罰を用いたしつけは短期的には有効に見えること
もあるが、時間が経つにつれ、言葉や社会性の発達に遅れがみら
れたことが報告されている※26。さらに、日本の子どもについて
厚生労働省のデータから調べた研究でも、お尻をたたく行為が
子どもの発達に負の影響を与えるという結果が明らかになって
いる※27。
　体罰だけでなく、言葉による暴力なども、子どもの発達に大き
な影響を与えることがわかっている。子どもの脳の発達に関す

厚生労働省パンフレット
「子どもを健やかに育むために～愛の鞭ゼロ作戦～」 

日本における体罰の容認度3.

海外および日本で示される体罰等の影響に
関する科学的根拠

2.
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Ⅱ. 調査概要

子どもに対するしつけのための体罰等について、年齢、性別、居住地、子どもの有無などにかかわら
ず、日本全国における大人の意識および実態を確認すること。また、調査結果を、日本において家庭を
含むあらゆる場面での子どもに対する体罰等をなくすための政策提言と社会啓発につなげること。

調査の目的1.

主な調査内容2.

調査の実施状況3.

調査の実施体制4.

：

：

【調査対象】 全国、20歳以上の男女

【調査方法】 調査会社による専用調査画面を用いたウェブアンケート

【調査期間】

意識調査

実態調査

子どもの有無・年齢、体罰等の容認度、回答者が子どもの頃に受けた体罰等の経験

子どもをもつ回答者が自身の子どもに対して体罰等を用いた実態、回答者の子
育てに関する状況、体罰等によらない子育てに関する考え方

：

：

意識調査

実態調査

男女、子どもの有無が同数となり、かつ回答者の年齢・居住地に偏り
がないように抽出した大人2万人
意識調査回答者の中から子どもをもつ者を第一子の年齢別に同数に
なるように抽出した大人1,030人

：
：

：
：

意識調査
実態調査

2017年7月10日（月）～2017年7月13日（木）
2017年7月11日（火）～2017年7月12日（水）

公益社団法人 セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン
認定NPO法人 児童虐待防止全国ネットワーク
NPO法人 子どもすこやかサポートネット

調査主体　
協力

（人）

0～2歳 3～5歳 6～9歳 10～13歳 14～18歳 年齢不問

男性 5,000 5,000

女性 5,000 5,000

男性 103 103 103 103 103

女性 103 103 103 103 103

計

意識調査

実態調査
回答者
性別

子どもあり（第一子の年齢別）
子どもなし

20,000

1,030

回答者
性別

【回答者】
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回答者数=20,000

　しつけのために子どもに体罰をすることについての考えを
聞いたところ、56.7%が、何らかの場面で子どもに対し体罰
をすべきであると回答した（グラフ1）。内訳をみると、「積極
的にすべきである」（以下、「積極的に」）1.2%、「必要に応じ
てすべきである」（以下、「必要に応じて」）16.3%、「他に手
段がないと思った時のみすべきである」（以下、「他に手段が
ない時のみ」）39.3%となっている。一方、「決してすべきで
はない」は43.3％であった。
　前述したとおり、日本における過去の民間の調査において
も、子どもへの体罰が必要だという回答者が全体の約6割を
占めるという結果があったが、今回の調査結果でも同様に、
しつけのための体罰を容認する回答者＊が約6割存在するこ
とが確認された。
　なお、回答結果を回答者の属性（年齢、性別、居住地、子ど
もの有無など）ごとに分析した結果を比較したところ、特に顕
著な差は確認できなかった。
　また、「体罰」という言葉から連想する行為が人により異な
る場合があることを考慮して、「たたく」という言葉を用い、
「しつけのために、子どもをたたくことに対してどのように考
えますか」という質問も聞いたところ、何らかの場面で子ども
に対し「たたくこと」をすべきであるという回答者は60.0%
を占めた（グラフ2）。内訳をみると、「積極的に」0.9%、「必
要に応じて」15.5%、「他に手段がない時のみ」43.7%、「決
してすべきではない」40.0%となっており、子どもに体罰を
することについての回答結果と大きく変わらなかった。

子どもに体罰を決してすべきではないと考えている
人が、約4割にとどまっていることがわかった。

子どもに対する体罰等についての意識 ～大人2万人への意識調査結果から～1.

Ⅲ. 調査結果と分析

1-1 体罰についての意識

＊体罰を容認する回答者とは、子どもに対する体罰を「積極的に」「必要に応じて」「他
　に手段がない時のみ」すべきであると答えた回答者を指す。

本文およびグラフの数値は、その表章単位に合わせて計算された数
値を四捨五入しているため、合計と内訳の計は必ずしも一致しない。

しつけのために、子どもに体罰をすることに
対してどのように考えますか。

積極的に
すべきである
1.2％
必要に応じて
すべきである
16.3％

他に手段が
ないと
思った時のみ
すべきである
39.3％

決して
すべきでは

ない
43.3％

回答者数=20,000

（単一回答）

グラフ 1

積極的に
すべきである
0.9％
必要に応じて
すべきである
15.5％

決して
すべきでは

ない
40.0％

しつけのために、子どもをたたくことに対して
どのように考えますか。 （単一回答）

グラフ 2

数値の見方

他に手段が
ないと
思った時のみ
すべきである
43.7％
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1-2 体罰の内容による意識の違い

「こぶしで殴る」ことから「手の甲をたたく」ことまで容認する回答者が一定数存在することがわかった。「こぶしで殴る」「ものを
使ってたたく」「加減せずに頭をたたく」行為については、容認する回答者がそれぞれ約1割存在した。また、「お尻をたたく」「手
の甲をたたく」行為については、容認する回答者がそれぞれ約7割にのぼった。

＊容認する回答者とは、それぞれの行為について「積極的に」「必要に応じて」「他に手段がない時のみ」すべきであると答えた回答者を指す。

　体罰の内容の違いによって、容認する回答者の割合＊が変化するのか確認するため、「たたく」行為をより詳細に質問した。その結果、
「こぶしで殴る」は9.4％、「ものを使ってたたく」は11.1％、「加減せずに頭をたたく」は8.1％が容認すると回答した（グラフ3）。「頬を
平手でたたく」行為になると、容認する回答者は30.7％にのぼった。さらに、「手の甲をたたく」では65.5％、「お尻をたたく」では
69.3％と容認する回答者の割合がより高かった。
　「こぶしで殴る」行為でさえ、約1割の回答者が容認し、さらに、たたく行為の内容によって、容認する回答者の割合が変わることも明ら
かになった。

しつけのために、子どもを次のように「たたく」行為について、どのように考えますか。グラフ 3

お尻をたたく

手の甲をたたく

2.0 8.9 88.9

1.7 6.0 91.9

0.5 7.7 22.6 69.3

1.8 23.6 44.0 30.7

24.5 39.5 34.5

2.0 7.1 90.6こぶしで殴る

ものを使ってたたく

加減せずに頭をたたく

頬を平手でたたく

％

回答者数

20,000

20,000

20,000

20,000

20,000

20,000

積極的に
すべきである

必要に応じて
すべきである

他に手段が
ないと思った時のみ
すべきである

決して
すべきではない

1.6

「たたく」行為の内容によって、容認する回答者の
割合が異なる。 Point

0.3

0.3

0.3
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　また、Ⅲ. 1-1（グラフ1）でしつけのために体罰を用いることを「決してすべきではない」と回答した8,655人（43.3%）が、「お尻を
たたく」行為や「手の甲をたたく」行為についてどのように考えるかを分析した（グラフ4、5）。その結果、「積極的に」「必要に応じて」すべ
きであるという回答者を合わせると、それぞれ約1割、「他に手段がない時のみ」すべきであるという回答者までを合わせると、それぞれ
4割以上であった。

体罰の容認度と「お尻をたたく」ことの容認度との関係性グラフ 4

体罰の容認度と「手の甲をたたく」ことの容認度との関係性グラフ 5

35.0 56.28.50.3

30.0 21.5 22.326.2

5.6 9.456.8 28.3

1.1 26.2 61.0 11.7

1.8 23.6 44.0 30.7

積極的に
すべきである

必要に応じて
すべきである

他に手段が
ないと思った時のみ
すべきである

決して
すべきではない

積極的にすべきである

必要に応じてすべきである

他に手段がないと思った
時のみすべきである

決してすべきではない ％

し
つ
け
の
た
め
に
、子
ど
も
に

体
罰
を
す
る
こ
と
に
対
し
て

ど
の
よ
う
に
考
え
ま
す
か
。

しつけのために、「お尻をたたく」行為について、どのように考えますか。

全 体

回答者数

20,000

233

3,262

7,850

8,655

体罰を「決してすべきではない」という回答者でも、
4割強が「お尻をたたく」ことを容認。 Point

積極的にすべきである

必要に応じてすべきである

他に手段がないと思った
時のみすべきである

決してすべきではない

し
つ
け
の
た
め
に
、子
ど
も
に

体
罰
を
す
る
こ
と
に
対
し
て

ど
の
よ
う
に
考
え
ま
す
か
。

1.6 24.5 39.5 34.5

24.9 33.5 18.9 22.7

4.8 53.0 28.0 14.2

1.0 28.5 54.0 16.5

9.8 31.2 58.8 ％

全 体
20,000

233

3,262

7,850

8,655

積極的に
すべきである

必要に応じて
すべきである

他に手段が
ないと思った時のみ
すべきである

決して
すべきではない

しつけのために、「手の甲をたたく」行為について、どのように考えますか。

回答者数

0.2

体罰を「決してすべきではない」という回答者でも、
約4割が「手の甲をたたく」ことを容認。 Point
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　体罰以外に、子どもを「怒鳴りつける」「『だめな子だ』と言う」「にらみつける」といった子どものこころを傷つける罰を用いる行為につ
いても、回答者の意識を質問した。その結果、「怒鳴りつける」「『だめな子だ』と言う」「にらみつける」「長時間、子どもを無視する」「屋外や
ベランダに出す」のいずれの行為についても容認する回答者＊が存在した（グラフ7）。特に「怒鳴りつける」は58.2%、「にらみつける」は
44.9%と、容認する回答者の割合が高くなっている。

1-4 子どものこころを傷つける罰についての意識

（単一回答）
なぜ、しつけのために、子どもをたたくべきだと思いますか。

怒鳴りつける、「だめな子だ」と言う、にらみつけるといった、子どものこころを傷つける罰を容認する回答者が一定数存在した。
体罰を「決してすべきではない」という回答者の中にも、子どものこころを傷つける罰については容認する人がいることがわかった。

＊ 容認する回答者とは、それぞれの行為について「積極的に」「必要に応じて」「他に手段がない時のみ」すべきであると答えた回答者を指す。

　Ⅲ. 1-1（グラフ2）で、しつけのために子どもをたたくことについて「積極的に」「必要に応じて」「他に手段がないときのみ」すべきと答
えた12,008人（60.0%）を対象に、自身の考えに最も近いたたくべき理由を聞いた。その結果、「口で言うだけでは、子どもが理解しな
いから」という回答者が42.8%と最も多く、「痛みを伴う方が、子どもが理解すると思うから」が20.6%であった。また、「その場ですぐ
に問題行動をやめさせるため」が23.6%、「たたく以外に子どもをしつける方法がわからないから」が2.6%、「大人の威厳を示すため」
が1.8%であった（グラフ6）。
　「その他」を選択した回答者からは、「相手に暴力をした場合に痛みをわからせるため」「どうしてたたかれたか考えさせるため」「自分も
そうやって学んだから」「愛情があればたたいても解ってくれると思う」といった声があった。

1-3 子どもをたたくべきと考えられている理由

しつけのために子どもをたたくことを容認するという回答者12,008人（60.0%）のうち、約4割が、自身の考えに最も近い理
由として、口で言うだけでは子どもが理解しないため、子どもをたたくべきだと考えていることがわかった。

回答者数=12,008

23.6％

その場ですぐに
問題行動を
やめさせるため

1.8％

大人の威厳を
示すため

20.6％

痛みを伴う方が、
子どもが理解すると
思うから

42.8％

口で言うだけでは、
子どもが

理解しないから

2.6％

たたく以外に
子どもをしつける

方法が
わからないから

8.6％
その他

グラフ 6
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　また、Ⅲ. 1-1（グラフ1）でしつけのための体罰を容認した11,345人（56.7%）のうち、約8割が「怒鳴りつける」ことについても容
認している（グラフ8）。体罰等を「積極的に」「必要に応じて」すべきであるという回答者の方が、子どもに対して怒鳴りつけることを容認
すると回答する割合が高かった。さらに、体罰は「決してすべきではない」という回答者でも、「怒鳴りつける」ことについては33.4％が
容認している。

　回答者が体罰等を受けた経験と、子どもに対する体罰等についての意識の関係性を分析した（グラフ9、10）。
　自身が「日常的に」たたかれる、怒鳴られる経験があったという回答者については、全員に当てはまるわけではないが、「全くなかった」
という回答者に比べ、「お尻をたたく」「怒鳴りつける」といった体罰等を「積極的に」あるいは「必要に応じて」すべきと回答している割合
が高いことがわかった。

1-5 体罰等を受けた経験と子どもに対する体罰等の意識との関係性

自身が体罰等を受けた経験が多いほど、子どもに対する体罰等を容認する回答者の割合が高い傾向がみられた。一方、自身が体
罰等を受けた経験が全くない場合でも、体罰等を容認する回答者が一定数存在した。

しつけのために、子どもに対して次のような行為をすることについて、どのように考えますか。

0.9 20.2 37.1 41.8

3.0 10.9 85.7

0.9 17.7 26.3 55.1

4.2 14.7 80.8

5.4 20.1 74.1屋外やベランダに出す

怒鳴りつける

「だめな子だ」と言う

にらみつける

長時間、子どもを無視する

％

積極的に
すべきである

必要に応じて
すべきである

他に手段が
ないと思った時のみ
すべきである

決して
すべきではない

0.3

0.3

0.3

回答者数
20,000

20,000

20,000

20,000

20,000

グラフ 7

体罰の容認度と「怒鳴りつける」ことの容認度との関係性グラフ 8

積極的にすべきである

必要に応じてすべきである

他に手段がないと思った
時のみすべきである

決してすべきではない

し
つ
け
の
た
め
に
、子
ど
も
に

体
罰
を
す
る
こ
と
に
対
し
て

ど
の
よ
う
に
考
え
ま
す
か
。 ％

24.9 29.6 22.7 22.7

22.4 52.5 24.90.3

2.8 48.2 30.7 18.3

25.9 66.67.4

0.9 20.2 37.1 41.8
全 体

20,000

233

3,262

7,850

8,655

積極的に
すべきである

必要に応じて
すべきである

他に手段が
ないと思った時のみ
すべきである

決して
すべきではない

しつけのために、「怒鳴りつける」行為について、どのように考えますか。

回答者数

0.1

体罰を「決してすべきではない」という回答者でも、
3割強が「怒鳴りつける」ことを容認。 Point
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　一方、自身がたたかれる、怒鳴られる経験が「全くなかった」という回答者であっても、「お尻をたたく」「怒鳴りつける」といった体罰等
を容認する人が一定数存在していることが明らかになった。

回答者が怒鳴られた経験と「怒鳴りつける」ことの容認度との関係性グラフ 10

回答者がたたかれた経験と「お尻をたたく」ことの容認度との関係性グラフ 9

あ
な
た
は
、子
ど
も
の
頃
、

親
や
身
近
な
大
人
か
ら

「
た
た
か
れ
た
」こ
と

が
あ
り
ま
す
か
。

39.414.3 45.4

5.6 30.8 36.3 27.3

30.1 45.2 22.81.9

21.3 51.3 26.41.0

1.8 23.6 44.0 30.7

日常的にあった

時々あった

1～2回あった

全くなかった

全 体

回答者数

20,000

1,913

7,883

4,304

5,900 ％

積極的に
すべきである

必要に応じて
すべきである

他に手段が
ないと思った時のみ
すべきである

決して
すべきではない

しつけのために、「お尻をたたく」行為について、どのように考えますか。

0.9

たたかれた経験が「全くなかった」という回答者でも、
半数以上が「お尻をたたく」ことを容認。 Point

あ
な
た
は
、子
ど
も
の
頃
、

親
や
身
近
な
大
人
か
ら

「
怒
鳴
ら
れ
た
」こ
と

が
あ
り
ま
す
か
。 13.1 42.7 43.80.4

0.8 25.4 41.0 32.8

2.5 29.0 35.5 33.0

0.9 20.2 37.1 41.8

日常的にあった

時々あった

1～2回あった

全くなかった ％

全 体

回答者数

20,000

2,955

9,636

3,394

4,015 7.3 24.0 68.3

積極的に
すべきである

必要に応じて
すべきである

他に手段が
ないと思った時のみ
すべきである

決して
すべきではない

しつけのために、「怒鳴りつける」行為について、どのように考えますか。

0.4

怒鳴られた経験が「全くなかった」という回答者でも、
約3割が「怒鳴りつける」ことを容認。 Point
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子どもをたたいたことがあるという回答者が約7割にのぼった。

「こぶしで殴る」のほか「ものを使ってたたく」「加減せずに頭をたたく」といった体罰を用いている回答者が一定数存在した。

　過去にしつけの一環として子どもをたたいたことがあるかを聞いたところ、70.1％が1回以上たたいた経験があったと回答した（グ
ラフ11）。内訳をみると、「日常的にあった」1.9％、「時々あった」37.0％、「1～2回あった」31.2％となっている。一方、「全くなかった」
は29.9％にとどまった。

子どもに対する体罰等についての実態 ～子育て中の1,030人への実態調査結果から～2.

2-1 子どもをたたいた実態

　調査時から遡って過去3ヶ月の間に、しつけのために具体的にどのような体罰を用いたことがあるかを質問した。その結果、この期間
に「こぶしで殴る」ことを1回以上用いたという回答者が6.6%、「ものを使ってたたく」が13.3%、「加減せずに頭をたたく」が13.8%、
「頬を平手でたたく」が18.4％存在した（グラフ12）。 
　さらに、意識調査において容認する回答者の割合が高かった「手の甲をたたく」「お尻をたたく」については、1回以上用いた回答者の
割合もそれぞれ28.3%、45.4％と、他の行為より高くなっている。

2-2 子どもに対する体罰の現状

日常的に
あった
1.9％

時々
あった
37.0％

1～2回
あった

31.2％

全く
なかった
29.9％

回答者数=1,030

あなたは過去に、しつけの一環として子どもをたたいたことがありますか。
（単一回答）

グラフ 11
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％11.0 17.3 71.7 

17.0 28.1 54.6 

4.9 13.5 81.6 

4.6 9.2 86.2 

3.5 9.7 86.7 

4.4 93.4 

0.4お尻をたたく

手の甲をたたく

こぶしで殴る

ものを使ってたたく

加減せずに頭をたたく

頬を平手でたたく

日常的にあった 時々あった 1～2回あった 全くなかった

回答者数

1,030

1,030

1,030

1,030

1,030

1,030
0.1

0.1

0.1

2.2

　さらに、実態調査の対象者1,030人のうち、意識調査において体罰を容認するという回答者※ は5割強おり、その中で「お尻をたたく」
ことが「日常的にあった」「時々あった」という回答者が約2割存在した（グラフ13）。一方、体罰を「決してすべきではない」という回答者
の中にも、「お尻をたたく」ことが「時々あった」という人が約1割存在した。すなわち、体罰に対する容認度にかかわらず、しつけのために
子どもの「お尻をたたく」人が一定数存在することが明らかになった。

あなたは過去3ヶ月にしつけのために次のことを子どもにしたことがありますか。グラフ 12

※ 体罰を容認する回答者とは、意識調査において、子どもに対する体罰を「積極的に」「必要に応じて」「他に手段がない時のみ」すべきであると答えた回答者を指す。

グラフ 13 体罰の容認度と「お尻をたたく」実態との関係性

9.9 24.6 65.3 

21.6 32.3 46.1 

1.2 27.2 29.6 42.0 

12.5 12.5 75.0 

17.0 28.1 54.6 全 体
1,030

8

162

384

476

0.4

回答者数

％

日常的にあった 時々あった 1～2回あった 全くなかった

あなたは過去3ヶ月にしつけのために「お尻をたたく」ことを子どもにしたことがありますか。

0.2

積極的にすべきである

必要に応じてすべきである

他に手段がないと思った
時のみすべきである

決してすべきではない

し
つ
け
の
た
め
に
、子
ど
も
に

体
罰
を
す
る
こ
と
に
対
し
て

ど
の
よ
う
に
考
え
ま
す
か
。

体罰の容認度にかかわらず、「お尻をたたく」回答者が存在する。 Point
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「怒鳴りつける」「にらみつける」といった子どものこころを傷つける罰を用いたという回答者は約半数存在した。

　さらに、実態調査の対象者1,030人のうち、意識調査においてしつけのために子どもを「怒鳴りつける」ことを「積極的に」「必要に応
じて」すべきという回答者は244人（23.7%）おり、その中で約6割が「怒鳴りつける」ことが「日常的にあった」「時々あった」と回答した
（グラフ15）。一方、「怒鳴りつける」ことを「決してすべきではない」という回答者の中にも、「怒鳴りつける」ことが「日常的にあった」
「時々あった」という人が約1割強存在した。すなわち、「怒鳴りつける」ことに対する容認度にかかわらず、しつけのために子どもを「怒鳴
りつける」人が一定数存在することが明らかになった。

　子どものこころを傷つける罰についても、調査時から遡って過去3ヶ月の間に、しつけのために具体的にどのような行為をしたことが
あるかを質問した。その結果、この期間に「怒鳴りつける」ことを1回以上したという回答者が57.0％、「にらみつける」が43.6％存在し
た（グラフ14）。Ⅲ. 2-2（グラフ12）の体罰と比較して、子どものこころを傷つける罰はより多く用いられている実態が明らかになった。

2-3 子どものこころを傷つける罰の現状

2.3 6.6 91.1 

3.7 9.3 86.8 

2.3 19.4 21.8 56.4 

1.3 7.0 10.5 81.3 

5.4 28.6 22.9 43.0 

屋外やベランダに出す

怒鳴りつける

「だめな子だ」と言う

にらみつける

長時間、
子どもを無視する

回答者数

1,030

1,030

1,030

1,030

1,030 ％

日常的にあった 時々あった 1～2回あった 全くなかった

0.2

あなたは過去3ヶ月にしつけのために次のことを子どもにしたことがありますか。グラフ 14

グラフ 15 「怒鳴りつける」ことの容認度とその実態との関係性

2.1 12.6 14.7 70.6 

5.0 32.4 30.7 31.9 

10.3 49.1 23.3 17.2 

33.3 25.0 25.0 16.7 

5.4 28.6 22.9 43.0 

12

232

398

388

し
つ
け
の
た
め
に
、子
ど
も
を

怒
鳴
り
つ
け
る
こ
と
に
つ
い
て

ど
の
よ
う
に
考
え
ま
す
か
。

全 体
1,030

回答者数

％

日常的にあった 時々あった 1～2回あった 全くなかった

あなたは過去3ヶ月にしつけのために「怒鳴りつける」ことを子どもにしたことがありますか。

積極的にすべきである

必要に応じてすべきである

他に手段がないと思った
時のみすべきである

決してすべきではない

怒鳴りつけることの容認度にかかわらず、子どもを
「日常的に」「時々」怒鳴りつける回答者が存在する。 Point
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2-4 子育てに関する状況と自身の子どもに対する体罰等の実態との関係性

「子どもの言動に対してイライラする」頻度が高いほど、「たたく」「怒鳴りつける」といった体罰等の頻度も高い傾向がみられる。
子育て状況と体罰等の実態との関係性がみられた。

　次に、子育てに関する状況と、体罰等の実態との関係性を分析した（グラフ17、18）。その結果、「イライラする」「孤独を感じる」「両立
が難しい」の3項目で、日常におけるそれぞれの頻度が高い人ほど、子どもをたたいたり、怒鳴りつけたりする頻度が高かった。
　特に、「子どもの言動に対してイライラする」ことが「全くない」と回答した人は、「孤独を感じる」「両立が難しい」「引きこもる」ことが「全
くない」と回答した人と比べて、子どもをたたくことや怒鳴りつけることが「全くなかった」と回答する割合が高かった。

　子育てに関する状況について聞いたところ、「子どもの言動に対してイライラする」（以下、「イライラする」）については「日常的にある」
「時々ある」という回答者は61.4％であった。また、「育児、家事、仕事の両立が難しいと感じる」（以下、「両立が難しい」）については
41.2％、「孤独を感じる」については20.9％、「家に引きこもり、子どもを連れての外出が難しい」（以下、「引きこもる」）については
13.5％であった（グラフ16）。

あなたの日常において、次のようなことはありますか。グラフ 16

孤独を感じる

家に引きこもり、子どもを
連れての外出が難しい

回答者数

1,030

1,030

1,030

1,030

％

日常的にある 時々ある 1～2回ある 全くない

14.4 47.0 20.9 17.8

4.9 16.0 13.6 65.5

11.2 30.0 19.9 38.9

3.6 9.9 14.9 71.7 

子どもの言動に対して
イライラする

育児、家事、仕事の両立が
難しいと感じる
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5.4 28.6 22.9 43.0 

19.6 50.7 15.5 14.2 

4.8 35.5 24.4 35.3 

0.5 14.4 30.2 54.9 

1.6 9.3 16.4 72.7 

14.0 48.0 22.0 16.0 

9.1 36.4 18.2 36.4 

6.4 28.6 27.1 37.9 

3.7 25.3 23.3 47.7 

13.9 45.2 17.4 23.5 

6.1 34.0 21.4 38.5 

4.9 22.9 30.2 42.0 

2.7 22.7 21.9 52.6 

21.6 32.4 35.1 10.8 

9.8 37.3 14.7 38.2 

6.5 30.1 19.0 44.4 

3.8 27.0 24.3 45.0 

日常的にあった 時々あった 1～2回あった 全くなかった

あなたは過去3ヵ月にしつけのために子どもを怒鳴りつけたことがありますか。

子どもの
言動に対して
イライラする

孤独を感じる

育児、家事、
仕事の両立が
難しいと感じる

家に引きこもり、
子どもを
連れての外出が
難しい

あ
な
た
の
日
常
に
お
い
て
、次
の
よ
う
な
こ
と
は
あ
り
ま
す
か
。

148
484
215
183

50
165
140
675

115
309
205
401

37
102
153
738

日常的にある
時々ある
1～2回ある
全くない

日常的にある
時々ある
1～2回ある
全くない

日常的にある
時々ある
1～2回ある
全くない

日常的にある
時々ある
1～2回ある
全くない ％

全 体

回答者数

1,030

日常的にあった 時々あった 1～2回あった 全くなかった

あなたは過去に、しつけの一環として子どもをたたいたことがありますか。

10.8 45.9 27.0 16.2 

2.0 41.2 30.4 26.5 

2.0 35.9 28.8 33.3 

1.5 36.2 32.0 30.4 

1.7 32.4 31.7 34.2 

1.5 34.1 33.2 31.2 

1.3 41.7 29.4 27.5 

5.2 45.2 30.4 19.1 

1.3 33.5 32.6 32.6 

0.7 44.3 26.4 28.6 

4.2 40.6 29.7 25.5 

6.0 52.0 30.0 12.0 

2.2 13.7 21.3 62.8 

0.9 21.4 40.0 37.7 

1.2 45.2 33.7 19.8 

5.4 61.5 22.3 10.8 

1.9 37.0 31.2 29.9 

子どもの
言動に対して
イライラする

孤独を感じる

育児、家事、
仕事の両立が
難しいと感じる

家に引きこもり、
子どもを
連れての外出が
難しい

％

あ
な
た
の
日
常
に
お
い
て
、次
の
よ
う
な
こ
と
は
あ
り
ま
す
か
。

全 体

回答者数

1,030

148
484
215
183

50
165
140
675

115
309
205
401

37
102
153
738

日常的にある
時々ある
1～2回ある
全くない

日常的にある
時々ある
1～2回ある
全くない

日常的にある
時々ある
1～2回ある
全くない

日常的にある
時々ある
1～2回ある
全くない

グラフ 17 回答者の子育てに関する状況と過去に子どもをたたいた実態との関係性

グラフ 18 回答者の子育てに関する状況と過去3ヶ月に子どもを怒鳴りつけた実態との関係性
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　さらに、「イライラする」「孤独を感じる」「両立が難しい」「引きこもる」の4項目それぞれにおいて「日常的にある」「時々ある」を選択し
た回答者の、子どもをたたいた経験を分析した（グラフ19）。その結果、4項目いずれにおいても、過去に子どもをたたいたことが「日常
的に」「時々」「1～2回」あったと回答した人は約8割にのぼった。特に、「イライラする」については、子どもをたたくことが「時々あった」と
回答する傾向が強くみられた。

　また、「イライラする」「孤独を感じる」「両立が難しい」「引きこもる」の4項目それぞれにおいて「日常的にある」「時々ある」を選択した
回答者の、子どもを怒鳴りつけた経験を分析した（グラフ20）。その結果、4項目いずれにおいても、過去3ヶ月の間に子どもを怒鳴った
ことが「日常的に」「時々」「1～2回」あったと回答した人は約7割にのぼった。特に、「イライラする」「孤独を感じる」については、子どもを
怒鳴りつけることが「時々あった」と回答する傾向が強くみられた。

グラフ 19 回答者の子育てに関する状況と過去に子どもをたたいた実態との関係性

グラフ 20 回答者の子育てに関する状況と過去3ヶ月に子どもを怒鳴りつけた実態との関係性

2.4 42.7 29.7 25.2 

4.3 42.4 29.5 23.7 

4.7 43.3 29.8 22.3 

2.2 49.1 31.0 17.7 

1.9 37.0 31.2 29.9 

子どもの言動に対してイライラすることが、
「日常的に／時々」ある
孤独を感じることが、
「日常的に／時々」ある
家に引きこもり、子どもを連れての外出が
難しいことが、「日常的に／時々」ある
育児、家事、仕事の両立が難しいと
感じることが、「日常的に／時々」ある

全 体

回答者数

1,030

632

215

139

424 ％

日常的にあった 時々あった 1～2回あった 全くなかった

あなたは過去に、しつけの一環として子どもをたたいたことがありますか。

4項目いずれにおいても、子どもをたたいた経験がある回答者が
約8割にのぼった。 Point

5.4 28.6 22.9 43.0 

8.2 39.1 22.3 30.4 

10.2 39.1 19.1 31.6 

12.9 36.0 20.1 30.9 

8.3 37.0 20.3 34.4 
％

子どもの言動に対してイライラすることが、
「日常的に／時々」ある
孤独を感じることが、
「日常的に／時々」ある
家に引きこもり、子どもを連れての外出が
難しいことが、「日常的に／時々」ある
育児、家事、仕事の両立が難しいと
感じることが、「日常的に／時々」ある

全 体

回答者数

1,030

632

215

139

424

日常的にあった 時々あった 1～2回あった 全くなかった

あなたは過去3ヶ月にしつけのために子どもを怒鳴りつけたことがありますか。

4項目いずれにおいても、子どもを怒鳴りつけた経験がある
回答者が約7割にのぼった。 Point
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　回答者が体罰等を受けた経験と、自身の子どもに対する体罰等の実態との関係性を分析した（グラフ21、22）。
　実態調査の対象者1,030人のうち、意識調査において、自身が「日常的に」「時々」たたかれた経験があったという回答者は545人
（52.9％）おり、その中で子どもを1回以上たたいた経験があるという回答者は約8割にのぼった。特に、「日常的に」たたかれた経験が
あったという回答者については、全員に当てはまるわけではないが、子どもをたたくことが「時々あった」と回答する傾向が強くみられ
た。一方、たたかれた経験が「全くなかった」という回答者は、子どもをたたくことが「全くなかった」と回答する傾向が強くみられた。 
　しかしながら、たたかれた経験が「全くなかった」という回答者276人（26.8％）においても、そのうち約6割の人が子どもを1回以上
たたいた経験があることがわかった。

2-5 体罰等を受けた経験と自身の子どもに対する体罰等の実態との関係性

　Ⅲ. 1-3（グラフ6）で、しつけのために子どもをたたく理由として「口で言うだけでは、子どもが理解しないから」「痛みを伴う方が、子
どもが理解すると思うから」といった回答が多くみられた。それに加えて、ここでみられたように「イライラする」「孤独を感じる」といった
親や養育者の子育てに関する状況が体罰等の頻度に影響していると考えられる。

　実態調査の対象者1,030人のうち、意識調査において、自身が「日常的に」「時々」怒鳴られた経験があったという回答者は681人
（66.1％）おり、その中で、過去3ヶ月の間に子どもを1回以上怒鳴りつけた経験があるという回答者は6割以上にのぼった。また、怒鳴
られた経験が「1～2回あった」「全くなかった」という回答者は、子どもを怒鳴りつけることが「全くなかった」と回答する傾向がそれぞれ
強くみられた。
　しかしながら、怒鳴られた経験が「全くなかった」という回答者172人（16.7％）でも、約4割の人が子どもを1回以上怒鳴りつけた経
験があることがわかった。

親や身近な大人から体罰等を受けた回答者は、それらの経験がない回答者に比べ、自身の子どもに対して体罰等を用いる傾
向がみられた。一方、体罰等を受けた経験が全くない場合でも、自身の子どもに対して1回以上体罰等を用いたという回答者
が存在した。

グラフ 21 回答者がたたかれた経験と過去に子どもをたたいた実態との関係性

1.9 37.0 31.2 29.9 

5.3 47.9 18.1 28.7 

2.7 46.1 29.7 21.5 

29.7 37.8 32.5 

23.9 33.0 42.0 1.1 

全 体
1,030

回答者数

％

日常的にあった 時々あった 1～2回あった 全くなかった

あなたは過去に、しつけの一環として子どもをたたいたことがありますか。

94

451

209

276

あ
な
た
は
、子
ど
も
の
頃
、

親
や
身
近
な
大
人
か
ら

た
た
か
れ
た
こ
と
は

あ
り
ま
す
か
。

日常的にあった

時々あった

1～2回あった

全くなかった

たたかれた経験が「全くなかった」という回答者でも、
約6割が子どもを1回以上たたいた経験がある。 Point
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　最後に、たたかない、怒鳴らない子育てについ
ての意識を質問した。その結果、「たたいたり怒
鳴ったりせずに子育てをしている」という回答者
が34.7％、「たたいたり怒鳴ったりせずに子育て
をしたいし、その方法も知っているが、実践は難し
い」（以下、「知っているが実践は難しい」）は
33.4％、「子育てでたたいたり怒鳴ったりするこ
とはあるが、しない方法があれば知りたい」（以
下、「しない方法があれば知りたい」）は27.5％存
在し、三分された。一方、「子育てでたたいたり怒
鳴ったりすることはあるが、しない方法には興味
がない」（以下、「興味がない」）という回答者は
4.5％にとどまっている（グラフ23）。

2-6 たたかない、怒鳴らない子育てについての意識

以上のことから、自身が体罰等を受けた経験の有無にかかわらず、子どもに対するしつけのための体罰等を行使していることがわかった。

体罰を容認していても、たたかない、怒鳴
らない子育てに関心をもつ人が一定数存
在した。

子育てで
たたいたり
怒鳴ったり

することはあるが、
しない方法には
興味がない

4.5％

たたいたり
怒鳴ったりせずに
子育てをしている
34.7％

たたいたり怒鳴ったり
せずに子育てをしたいし、
その方法も知っているが、
実践は難しい
33.4％

子育てでたたいたり
怒鳴ったりすること

はあるが、
しない方法があれば

知りたい
27.5％

回答者数=1,030

あなたは、たたいたり怒鳴ったりせずに
子育てをしていますか。 （単一回答）

グラフ 23

グラフ 22 回答者が怒鳴られた経験と過去3ヶ月に子どもを怒鳴りつけた実態との関係性

2.9 17.4 19.2 60.5 

0.6 18.6 24.3 56.5 

5.4 34.8 24.1 35.7 

14.9 31.2 21.3 32.6 

5.4 28.6 22.9 43.0 

％

141

540

177

172

全 体
1,030

回答者数
日常的にあった 時々あった 1～2回あった 全くなかった

あなたは過去３ヶ月にしつけのために子どもを怒鳴りつけたことがありますか。

あ
な
た
は
、子
ど
も
の
頃
、

親
や
身
近
な
大
人
か
ら

怒
鳴
ら
れ
た
こ
と
は

あ
り
ま
す
か
。

日常的にあった

時々あった

1～2回あった

全くなかった

怒鳴られた経験が「全くなかった」という回答者でも、
約4割が子どもを1回以上怒鳴りつけた経験がある。　　Point
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　体罰の容認度によって、たたかない、怒鳴らない子育てについてどのように考えるかを分析した（グラフ24）。その結果、体罰を容認す
る回答者＊554人（53.8％）であっても、そのうち3割強が「しない方法があれば知りたい」と回答した。体罰を容認していても、たたかな
い、怒鳴らない子育てに関心を持つ人が一定数存在した。
　また、「知っているが実践は難しい」という回答者は約4割にのぼった。たたかない、怒鳴らない子育てを知っていても、実践に難しさを
感じる人も一定数存在した。
　これらのことから、体罰を容認し、現在たたいたり、怒鳴ったりして子育てをしている人であっても、たたかない、怒鳴らない子育てへ
の関心が高いことが確認された。

グラフ 24 体罰の容認度とたたかない、怒鳴らない子育てへの意識との関係性

＊体罰を容認する回答者とは、意識調査において、子どもに対する体罰を「積極的に」「必要に応じて」「他に手段がない時のみ」すべきであると答えた回答者を指す。
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体罰を容認する回答者であっても、たたかない、怒鳴らない
子育てに関心を持つ人が存在する。 Point

3.9 
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　今回の調査結果から、子どもに対するしつけのための体罰を容認する人が約6割にのぼり、実際に子育てをしている約7割の家庭にお
いて体罰等が用いられたことがあるということがわかった。さらに、子どもに対して体罰を決してすべきではないと回答した人や、自分
自身がたたかれたり怒鳴られたりした経験がないと回答した人の中にも、体罰等を用いることを容認する人が一定数存在することも明
らかになった。
　しかし、体罰等は子どもの権利を侵害する行為であり、どんなに軽いものであっても許されない。また、体罰等は子どもの発達に負の
影響を与えることが、さまざまな科学的根拠を伴ってすでに明らかになっている。家庭を含むあらゆる場面での子どもに対する体罰等
をなくすための取り組みが国際社会で進む中、日本でもそのような取り組みの推進がより一層求められる。
　暴力から守られるという子どもの権利の実現のために、セーブ・ザ・チルドレンは、今回の調査結果やこれまでの活動をふまえ、国や地
方自治体に対して、社会啓発、法改正、親や養育者への支援の3点について以下の通り提言する。

　体罰を容認する人が約６割にのぼるという今回の調査結果に加え、セーブ・ザ・チルドレンのこれまでの活動の中でも、自分自身が子ど
もに対して体罰等を用いたくないと考えていても、家族や周辺の大人が容認しているために、体罰等によらない子育ての実践が難しい
と感じる親や養育者の声を聴いている。したがって、子どもに対する体罰等を子育て中の家庭や一個人の問題として捉えるのではなく、
あらゆる人が子どもに対する体罰等を容認しなくなるための啓発活動を強化する必要がある。
　国は体罰等によらない子育ての啓発の必要性を認識し、厚生労働省はパンフレット「子どもを健やかに育むために～愛の鞭ゼロ作戦
～」を作成し、その活用を呼び掛けている。セーブ・ザ・チルドレンは、こうした情報の活用などを通じて、体罰等は子どもの発達に負の影
響を与えること、体罰等によらない子育てが可能であることなどを、より多くの人が認識するように、国が啓発活動をさらに拡充するこ
とを求める。また、地方自治体は、親や養育者のみならず、子育てを見守る祖父母などの家族や地域住民にも、子どもに対する体罰等は
決して用いるべきではないという啓発活動を、幼稚園、保育園、地域の子育て支援団体、学校、自治会、企業などとの連携のもと、推進す
べきである。

Ⅳ. 結びと提言

子どもに対する体罰等を容認しない社会をつくるために、
啓発活動を推進すべきである。

提言1

　子どもに対する体罰等を決してすべきでないとの認識を広め、実際に体罰等をなくすには、提言1で述べた社会啓発を進めると同時
に、体罰等を法律で明示的に禁止することがより有効である。
　国連子どもの権利委員会は、日本政府に対し、家庭を含むあらゆる場面での子どもに対する体罰等を法律で明示的に禁止するように
勧告している。また、児童福祉法改正に伴う附帯決議では、親権者の懲戒権の行使の在り方について検討するよう言及されている。
　現在、児童虐待防止法や学校教育法において虐待や学校における体罰は禁止されているが、家庭を含むあらゆる場面での子どもに対
する体罰等は禁止されていない。国は、児童福祉法に体罰等の禁止を明示する改正や、民法822条に規定されている懲戒権の削除など
により、家庭を含むあらゆる場面での子どもに対する体罰等を法律で禁止すべきである。

家庭を含むあらゆる場面での子どもに対する体罰等を、
法律で禁止すべきである。

提言2

　社会啓発と法改正と同時に、体罰等によらない子育てができるよう親や養育者を支援することも重要である。
　今回の調査結果から、体罰を容認し、子育てにおいて体罰等を用いた経験がある人であっても、体罰等によらない子育てへの関心は
高いことが確認された。その中には、その方法があれば知りたいという人のみならず、方法は知っていても実践は難しいと感じる人も存
在した。親や養育者に対して体罰等によらない子育ての考え方や方法を伝えるとともに、その実践を促す支援があれば、子どもに対する
体罰等をなくすことにつながっていくのではないかと考えられる。

親や養育者が体罰等によらない子育てを学び、
実践するための支援をさらに拡充すべきである。

提言3
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　日本においても、体罰等によらない子育てを伝える親や養育者向けのプログラムはすでに数多く存在する。セーブ・ザ・チルドレンで
は、「ポジティブ・ディシプリン」プログラムを通じて、体罰等を用いずに子どもと向き合い、課題を解決する子育ての考え方を普及してい
る。全9回の「ポジティブ・ディシプリン」プログラムを受講した親や養育者へのアンケート結果では、プログラムが体罰の使用を減らすこ
とに役立ったとの回答者が全体の88.6％にのぼった※30。具体的には、「今までだったら感情的に怒っていた時と同じ場面になった時、
一呼吸置けるようになった」「自分の感情よりも子どもの気持ちに寄り添うことで子どもとの信頼関係をより深いものにしていけると思
います」といった声があがっている※31。 
　体罰等によらない子育てを学ぶための親や養育者向けのプログラムを、すべての地方自治体が子ども支援施策として実施すべきであ
る。具体的には、子ども家庭支援センターや公民館といった場所でプログラムを定期的に実施し、地域のより多くの親や養育者が参加で
きるようにすることが必要である。併せて、プログラム参加後も親や養育者が自分の子育てを振り返る機会や気軽に相談できる仕組み
を提供し、体罰等によらない子育ての実践を継続するための工夫が重要である。
　さらに、国は、このようなプログラムを積極的に実施している地方自治体の施策を紹介するなど、各地の取り組みを後押ししていくこ
とが求められる。

　セーブ・ザ・チルドレンは、家庭を含むあらゆる場面での子どもに対する体罰等をなくすために、これからも、法改正に向けた政策提言、
体罰等によらない子育ての重要性を訴える社会啓発、「ポジティブ・ディシプリン」プログラムを通じた親や養育者に対する支援に取り組
んでいく。
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